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高知県海洋局漁港課 

 はじめに 

高知県の沿岸域には 130 余りの漁村が点在し，そのうち漁港の背後に109 集落約6 万 9000 人

が生活しており近い将来起こると想定される南海地震津波により，甚大な被害を受けることが予

想されています。このため高知県では上ノ加江地区をモデルに沿岸部，特に漁村での「逃げる」

を前提とした，避難路や避難広場などの施設整備計画の基本方針を取りまとめました。 

今後，この基本方針を県内各市町村と地域が作成する漁村での「津波避難計画」の一つの指針

として，また，効率的で効果的なハード整備の計画方針として役立てていただきたいと考えてい

ます。 



 

高知県海洋局漁港課 

 

　　　       行政との連携による取り組み　
　    ■文献および現地調査
　　    ・人口，地盤高　　　　　・家屋，ブロック塀
　　    ・幹線道路，生活道　  　・排水路，法面
　　    ・海岸構造物　　　　　　・過去の津波痕跡
　　    ・現況の避難場所　　　　　　　　…などの調査

　    ■社会環境調査
　　    ・地震，津波条件の整理
　　    ・地域の特性等

    自主防災組織主導による
　　  　 「避難計画」
■地震津波防災講演会開催
■地域の弱点を知るためのﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ
　フィールドワーク
　・危険箇所等の現地調査

　・過去の津波痕跡調査

■津波避難マップ作成(ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ方式)
　・ＤＩＧ(災害図上訓練)の実施

　・小中学生による防災学習

　　　　　避難訓練
■検討結果に基づいた避難訓練の実施

　　　　　　　　　　　　検　討　　
　　　■被害想定

　　　■液状化の検討

　　　■避難シミュレーション

　　　　　対象地区は津波
　　　 第1波到達時間までに
　　　　　　全て避難可能

・津波第1波の到達時間内に　
　避難できない地区に新たな
　避難場所を設置
　・公共施設の屋上を利用
　・山などの高台を利用
・避難路(集落道兼用)の整備
・家屋の耐震補強
・ブロック塀の補強

避難計画決定

避難施設計画の検討

 

 

 

地域主導で進める避難計画と連携した施設整備の流れ 

ソフト整備 

ハード整備 

『漁村における津波対策基本方針』

分　類 項　　目 ページ

1－1　文献および現地調査 1-頁
　1　調査

1－2　社会環境調査 2-頁
2－1　被害想定 3-頁
2－2　液状化の検討 4-頁
2－3　避難シミュレーション 5-頁
2－4　避難施設計画の検討 6-頁

　2　検討

2－5　その他 7-頁
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